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（３）訪問入浴介護
契約に関する不満
番号 相談者 苦情内容 対応者 対応結果

１ 家族

　訪問入浴の契約をした。その際、個人情
報の同意に関する書面が変だと思い、サイ
ンはしたが書式が違うのではないかと文句
を言った。その日、入浴サービスはしても
らったが、以後のサービスを止められてし
まった。
　相談窓口に問い合わせたところ、書類に
同意を得られなかったのでサービス提供は
できないと判断したと言われた。
　入浴ができなくて困るので、違う事業所
を介護支援専門員に手配してもらっている
が、そのような理由でサービス提供を拒否
するなどあってよいのか。サインはしたの
で、契約不履行ではないか。

国保連

　国保連は、電話相談のみで直接事業所か
ら、事情を聞いたり指導したりはできない
ので、引き続き介護支援専門員に相談する
ことを勧めた。
　国保連は事業所名を記録に残しておくと
伝えたところ納得された。
　契約については、消費生活総合センター
を案内した。

（４）訪問看護
①介護サービス内容に不満
番号 相談者 苦情内容 対応者 対応結果

１ 利用
当事者

　訪問看護を利用しているが、契約を解除
すると言われた。血圧を計らないことが
あった。また、フットケアを希望したとお
りにしてくれなかったので、支払いをした
くない。
　保険者が事業所に介護給付費を支払うこ
ともおかしいと思う。

保険者

　事業所に連絡し、サービス提供の記録を
提出していただいた。
　実際に血圧測定やフットケアが実施され
ていることを確認したため、その旨を利用
者に伝え、保険者としては返還を求めるこ
とはないことを伝えた。

②従事者の態度や言動に不満
番号 相談者 苦情内容 対応者 対応結果

１ 家族

　訪問看護の職員が時間外に利用当事者の
自宅を訪問した上、利用当事者を食事に連
れ出し、その食事代を利用当事者が支払っ
たようだ。
　利用当事者は、その日の状況について忘
れてしまっており、認知症の利用当事者に
対して、その場で利用当事者の同意があっ
たとしても、そのようなことをするのはあ
り得ない。
　同日に事業所に連絡をしたところ、管理
者が対応し、法人の代表者と状況確認して
から家族に連絡すると返答があったが、今
日まで連絡がない。
　介護支援専門員に相談し、事業所を変更
することになっている。
　保険者に相談をしたところ、国保連を紹
介された。

国保連

　国保連は、介護サービスの相談窓口であ
り、相談内容からすると、その管轄外の出
来事である旨説明した。そのため、法人も
しくは管理者からの連絡を待ち、状況説明
をしてもらうとともに、今後事業所として
どのように対応するのか、また再発防止に
ついても説明してもらうよう助言した。
　また、損害賠償を望むのであれば、弁護
士等に相談するよう助言した。
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③事務手続（利用者負担を含む）に不満
番号 相談者 苦情内容 対応者 対応結果

1 家族

　利用当事者は、難病指定の認定をもって
いるため、医療保険は自己負担がないはず
だが、ある月分が介護保険で請求されてし
まった。家族は大きい金額ではないため、
とくに返金は求めなかった。
　事業者側から返金すると連絡があった
後、利用当事者の自宅に現金を持ってきた
が、金額が相違しており、確認するよう伝
えるやり取りを何度もしている。
　事業所側から契約解除をさせられたた
め、現在は他の事業所を利用している。

保険者

　当該事業所に電話で確認したところ、請
求誤りの事実はあり、利用当事者に謝罪
し、収拾しているとの認識であった。契約
解除についても、利用当事者等、居宅介護
支援事業所と話し合い、納得いただいてい
るとの認識であった。
　当該事業所に対し、請求等は慎重に行
い、必要に応じて保険者の所管部署等に確
認するよう伝えた。
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